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　平素、愛媛県並びに県内市町の行政の推進につきまして、格別の御高配を賜
り、深く感謝を申し上げます。
　愛媛県におきましては、平成30年７月豪雨によって、多くの尊い人命が失わ
れたほか、水道施設や道路等の社会インフラの損壊、かんきつ農業や商工業と
いった地域産業への甚大な被害など、県民生活や県内経済に深刻な影響が生じ
ました。
　本県では、被災地の復興を最優先課題に位置付け、被災された方々への中長
期的な生活サポートや被害状況に応じたかんきつ園地の復旧、グループ補助金
を活用した地域産業の再建支援などに全力を挙げているところです。
　また、南海トラフ地震への備えや豪雨災害の検証を踏まえた「防災・減災対
策」、ビッグデータを使った婚活事業やデジタルマーケティングの手法を用い
た移住潜在層への情報発信などを通じた「人口減少対策」、創業支援等による
戦略的な産業振興や県産品の販路開拓をはじめとした「地域経済の活性化」を
県政の３本柱に掲げ、引き続き、「愛

え

顔
がお

あふれる愛媛づくり」にまい進してい
くこととしております。
　国におかれましては、昨年相次いだ大規模災害を受け、ハード・ソフト両面
から、災害に強い国づくり、「国土強靭化」に御尽力をいただいておりますと
ともに、全世代型社会保障への転換や財政の健全化等の喫緊の課題にも取り組
んでおられるところでありますが、本県の施策をさらに実効性あるものとする
ためには、財源の確保はもとより、防災・減災対策や地域経済の活性化に欠か
せない社会資本の整備、地域の実情に即した事業を進める上での各種制度の見
直しなど、これまで以上に強力な国の御支援が必要です。
　つきましては、本県の現状や課題を踏まえ、愛媛県並びに県内市町の発展に
重要不可欠な提案・要望項目を重点施策として取りまとめましたので、令和２
年度政府予算の編成および政策の決定に当たりまして、格別の御理解、御配慮
を賜りますようお願い申し上げます。
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